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港湾の機能を寄港する船舶の船型に応じて国際ハブ機能，地域ハブ機能，フィーダー機能の3種類に分

けることにより，多層性を持つ輸送ネットワークのモデル化を行った．また，積み替えにおける規模の経

済性を考慮することにより，現状のハブ＆スポーク輸送の再現を試みた．本モデルは，規模の経済性を考

慮したため，非凸非線形計画問題として定式化されている．その解法として，比較的簡便な分割配分法を

改良した手法を提案した．解の最適性は保証されないが，初期値の与え方次第で実現性の高い解が得られ

る．現状ではモデルの再現性はそれ程高くないものの，モデル適用例として船舶の大型化の進展や燃料価

格の上昇が海上コンテナ輸送ネットワークに及ぼす影響の推計においては妥当な結果が得られており，今

後の発展性を示すことができた． 

 

     Key Words : multi-layer transportation network, economy of scale, transshipment, container cargo  

 

 

1. はじめに 

 

アジア域内の海上コンテナ輸送は，中小型船舶による

直航輸送の他，ハブ港湾におけるトランシップを行うこ

とによるハブ＆スポーク型輸送，アジア北米航路やアジ

ア欧州航路などの基幹航路の大型船舶による輸送が混在

している．これらは一時的な競争状態ではなく，それぞ

れが荷主の支持を得てある一定のシェアを獲得するに至

っており，定常状態に近いと考えられる．本研究では，

このようなアジア域内における多様なサービスから構成

される海上コンテナ輸送ネットワークを定式化し，船舶

の大型化の進展および燃料価格の上昇が海上コンテナ輸

送ネットワークに及ぼす影響を推計し，今後の海運・港

湾政策検討に資する考察を行うことを目的とする． 

本研究で提案するモデルは，西垣ら1)が提案している，

物流量の変化に伴う規模の経済性による物流費用の変化

を明示的に組み込み，広域物流拠点の適正な立地場所と

規模を決定するモデルを，国際海上コンテナ輸送ネット

ワークに適用できるように，特に積み替えの表現を改良

したものである．この点は，家田ら2)が国際コンテナ貨

物を対象に，積み替えをノードではなくリンクで表現す

ることで複雑な貨物流動を再現したモデルを参考にして

いる．積み替えを考慮した輸送ネットワークモデルは，

主に陸上輸送を対象とした研究が多い．地域間輸送の拠

点となる広域物流拠点に関する研究として，山田3)は物

流拠点の配置と規模を同時に決定する手法を構築してい

る．輸送費の面から立地問題を考察した研究では、

Cooper
4)が総輸送費を最小とするような複数施設配置を

求めるために立地配分問題を定式化したものが先駆的と

されている．以来，集配ターミナルの配置選択行動を内

包した、都市内の集配活動のモデル化に関する研究5)や，

宅配システムにおける広域物流拠点への集荷費用の最小

化を評価基準とした集配センターの配置と輸送経路を決

定するモデルを提案した研究6)がある．これらの研究で

は，積み替えは考慮されているものの，積み替えにおけ

る規模の経済や，ネットワークの階層性が明示的に考慮

されていない点が問題であり，本研究はこれらを考慮し

た点が特徴である．  

 

 

2. 海上コンテナ輸送ネットワークの想定 

 

 (1)  輸送ネットワークの多層性 

本研究で想定する多層性を持つ輸送ネットワークの概

要を図-1に示す． 

a)  物流の結節点施設としての港湾 

多数のトランシップ貨物を集める国際的なハブ港湾か

ら末端の小規模港湾まで，港湾は機能別に分類できる．
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本研究では広域をカバーする国際ハブ港湾，それに準ず

る規模の地域ハブ港湾，長距離基幹航路の寄港が少ない

フィーダー港湾の3種類を想定する． 

貨物の発生集中場所は，各港湾の直背後地とする．発

生集中地においては，最寄りの港湾を積み卸し港湾とし

て利用し，港湾選択は行わないものとする．これらを輸

送貨物の発生集中地点として発着ノードと定義する． 

 b)  海上コンテナ輸送ネットワーク 

港湾とそれらを結ぶリンクから構成される海上輸送ネ

ットワークは，その機能により長距離基幹航路ネットワ

ーク，地域基幹航路ネットワーク，フィーダーネットワ

ークに分けられる．長距離基幹航路ネットワークは船型

の大きな船舶によってアジア欧州間の主に国際ハブ港湾

間を結ぶネットワークである．地域基幹航路ネットワー

クは中型の船舶による輸送ネットワークを想定している

が，地域内に限らず，アジア欧州間の輸送も行うネット

ワークとして定義する．アジア欧州間においては，長距

離基幹航路ネットワークと地域基幹航路ネットワークの

いずれでも輸送が可能とする．フィーダーネットワーク

は地域内輸送に限定した輸送ネットワークとして定義さ

れる．輸送単価は長距離基幹航路ネットワークが最も安

く，フィーダーネットワークが最も高い．多くの港湾間

において，フィーダーネットワークにより国際ハブ港湾

までフィーダー輸送を行い，長距離基幹航路ネットワー

クを利用するか，地域基幹航路ネットワークを利用して

直接長距離輸送を行うかの選択肢が用意される． 

 

(2) 物流費用における規模の経済性 

a) 物流に関する諸費用 

物流費用は，大きく固定費と変動費に分類することが

できる．固定費には減価償却費や固定人件費などが含ま

れる．コンテナターミナル等の物流施設では固定費の中

でも施設などの減価償却費が大きな割合を占めるなど，

固定費は全物流費用の大部分を占める． 

b) 規模の経済性 

物流需要は季節変動，週間変動，日変動が大きいが，

顧客のニーズに対して的確に応えるためには，需要のピ

ークに合わせた施設整備が必要であり，コンテナターミ

ナルや船舶などの稼働率は低くなりがちである．従って，

取扱量を増やし稼働率を上げるなど効率的な運用を行う

ことができれば，物流単価を大幅に低下させられる． 

機能が同じターミナルが複数ある場合には，ターミナ

ルを集約化することによってターミナルの管理コストや

業務人員数の削減が可能である．さらに，地域によって

は共同配船が可能であり，これによってターミナル集約

化と同様な効果が期待でき，いずれの場合においても規

模の経済が働きやすいと考えられる． 

 

 

3.  モデルの定式化 

 

(1) 前提条件 

a) 船社 

現実には複数の船社が存在し，シェアも変動するもの

であるが，簡単化のために，単一の船社が，需要に対す

る全ての貨物を輸送することとする．これは，船社別に

固定OD貨物量を与えているとの位置づけである． 

b) 貨物特性 

業種や品目別の貨物特性は考慮せず，コンテナの個数

（TEU）のみを考える． 

c) 輸送単位費用 

 輸送にかかる単位距離あたりの輸送費を船型別に与え

ることで規模の経済を表現する．具体的には，長距離基

幹航路ネットワーク，地域基幹航路ネットワーク，フィ

ーダーネットワークのそれぞれについて，地域によらず

一定の輸送単位費用を設定する． 

d) 港湾 

国際ハブ港湾および地域ハブ港湾は，各地域に１つず

つ立地できるものとする．モデルの計算結果として，各

地域において国際ハブ港湾および地域ハブ港湾の取扱量

がそれぞれ求まることを想定する．結果としていずれの

取扱量も0となった場合にはハブ機能は有さない港湾で

あると解釈する．同様に，地域ハブ港湾としての取扱量

が存在するが，国際ハブ港湾としての取扱量が0となる

港湾は，地域ハブ港湾であると解釈する． 

e) トランシップ費用 

港湾では取扱貨物量に応じて単位積替費用が変化する

と考え，港湾での規模の経済を明示的に表現する．取扱

量に応じた施設整備が迅速に行われることを想定し，混

雑等による規模の不経済は考慮しない． 

f) ネットワークの階層性 

地域ハブ港湾でトランシップを行った後に，地域基幹

航路ネットワークを通じて国際ハブ港湾に輸送された貨

：出港ノード ：入港ノード ：通過ノード

港湾 A 港湾 B 港湾 C

国際ハブ機能

：OD ノード

地域ハブ機能

：域内輸送

：長距離基幹航路 ：フィーダー航路：地域基幹航路

：積み替え  

図-1 多層ネットワークの概要 
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物のみが，国際ハブ港湾でのトランシップを行えるもの

とする． 

 

(1) 輸送ネットワークの構成 

本研究では，東・東南アジアと北欧州・地中海を対象

地域とする．本モデルでの輸送ネットワークの特徴は，

①一般的な輸送ネットワークにおいては１つのノードと

して表現される港湾を，入荷と出荷のための２つのノー

ドと，その間の積み替えを表すリンクで表現している点，

②各地域に通過ノードを設定している点，③地域間輸送

を行えるネットワークとして長距離基幹航路ネットワー

ク，地域基幹航路ネットワークの2階層構造を想定して

いる点，④港湾での積み替えをリンクで表現する点の4

点が挙げられる． 

全ての地域にはノードとして発ノード，着ノード，３

種類（長距離基幹航路，地域基幹航路，フィーダー航

路）の通過ノード，国際ハブ港湾と地域ハブ港湾それぞ

れの入港ノードと出港ノードをすべて１つずつ設けてあ

り，それらが適宜リンクで結ばれている． 

a) ノード 

発ノードは貨物の発生ノード，着ノードは貨物の集中

ノードであり，それぞれ貨物が通過しない端点である．

ネットワークの各階層に対応した３種類の通過ノードは，

隣接しない地域間で効率的な輸送が可能となるようにす

るための中継点である．貨物の積み替えを行う港湾の入

港ノードと出港ノードは，各ハブ港湾にそれぞれ設けら

れている． 

b) リンク 

貨物の発生地点から同地域の地域ハブ港湾入港ノード

の間と，地域ハブ港湾出港ノードと同地域内にある貨物

の集中ノードとの間を結ぶリンクを域内輸送リンクとす

る．フィーダーリンクは各ハブ港湾以外の地域間輸送を

表現したリンクである． 

費用関数などの設定を容易にするために，規模の違う

船舶間の積み替えを，距離を持たない積替リンクとして

表現している．このリンクでは規模の経済が働く． 

 

(2) 費用関数 

a)  港湾費用 

物流費用（C）は取扱量に依存しない固定費と，取扱

量に依存する変動費の和として表される（式(1)）．こ

れを取扱量で除することにより平均費用（式(2)）が得

られる．取扱量が増えるほど，単位あたりの費用が逓減

する．固定費の占める割合が大きければ大きいほど，規

模の経済が強く働くことになる 

 

qCVCFC ・           (1) 

CV
q

CF

q

C
             (2) 

 

CF：固定費， CV：単位変動費， q：取扱量 

 

港湾の固定費の中には，管理施設や情報基盤など，初

期投資額が規模にあまり依存しない施設があるため，全

体としては規模の経済が働く．これを式(3)，式(4)のよ

うに定式化する．施設規模が大きくなるほど，固定費の

平均費用は小さくなる．ただしいくら規模が小さくても

最低限ある一定の施設が必要であるため，港湾を運営す

る上で最低限必要な費用を基準固定費として与え，ある

最低取扱量までは固定費は一定であると考える． 
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CF (x)：固定費， CF1：基準固定費 

x：施設規模， q1：最低取扱量 

δ1（<１）：単位費用逓減に関するパラメータ 

 

変動費では人件費が大きな割合を占めるが，取扱量が

多ければ作業の効率化や共同化により人員を削減できる

ため，やはり規模の経済が働く．固定費の場合と同様に，

施設規模が大きくなるほど，単位変動費も小さくなる．

ただし，単位変動費がゼロになることはなく，ある最低

値に漸近するように定式化する．固定費と同様，ある一

定の取扱量までは単位変動費は一定とする． 
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)()()( 11 qxCVCVCVxCV ba  　　  (7) 

 

CV (x)：単位変動費，CV1：基準単位変動費 

CVa：単位変動費（逓減項），CVb：最低単位変動費 

δ2（<１）：単位費用逓減に関するパラメータ 

 

取扱量に対して常に適切な設備投資が行われる(x＝q)

と仮定すると，式(3)，式(4)，式(5)，式(6)，式(7)より費

用関数は次のように表される． 

 

)()()( 1qqqqCVqCFC  　　・  (8) 

)( 111 qqqCVCFC  　　・  (9) 

 

これは，様々な施設規模に対応する費用曲線の包絡線
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を結んだものである．この費用関数（式(8)，式(9)）を

取扱量で除することにより，平均費用関数（式(10) ，式

(11) ，式(12)）が得られる． 
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b) 積み替え費用と輸送費用 

積替リンクコスト(LCk)は，単位重量あたりの費用と

し，港湾種類毎に固定費（式(3)，式(4)）と変動費（式

(10)）の和で表すことができる．国際ハブ港湾と地域ハ

ブ港湾では一つの港湾に対する規模あたりの従業者数も

異なるため，規模の経済の働き方に違いがあると考えら

れる．国際ハブ港湾は建設費などの固定費は大きいが，

取り扱う貨物の量が多いことで，規模の経済性が高いと

考えられる．一方，地域ハブ港湾は変動費の水準が高く

規模の経済性は低いと考えられる．両港湾において費用

関数の式体系は同じとするが，異なるパラメータを用い

て積替リンクコストを式(13)で表現する． 
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km：国際ハブ港湾(m =1)，地域ハブ港湾(m =2) 

 

 単位輸送コストにあたる輸送リンクコスト(LCij)は輸

送単位費用と(βh)と距離(dij)の積で表される(式(14))． 

 

ijhij dLC                  (14) 

 

h：リンク種別 

(1：長距離基幹航路，2：地域基幹航路，3：フィ

ーダー航路，4：域内輸送) 

i,j：ノード 

 

 

4.  モデルの適用 

 

(1) データセットとパラメータ推定 

Global Insightによる2008年コンテナ流動量推計値および

2008年全国輸出入コンテナ貨物流動調査からODデータ

を作成する．これを基に，現況再現性が最も高くなるよ

うなパラメータの組み合わせを探索した．その際，文献

4において，固定費と単位変動費の比率が500:1と示され

ていることや，コンテナターミナル会社へのヒアリング

で得た運営費用などを参考とした．与えたパラメータを

以下に示す． 

a) 積み替えに関するパラメータ 

・国際ハブ機能 

固定費：CF1l=8,273,700円/日 

単位変動費：CV1=16,545円/TEU･日 

最低単位変動費：CV1b=1,450円/TEU･日 

単位変動費低減項：CV1a=15,095円/TEU･日 

・地域ハブ機能 

固定費：CF2l=1,654,740円/日 

単位変動費：CV2=6,206円/TEU･日 

最低単位変動費：CV2b=2,900円/TEU･日 

単位変動費低減項：CV2a=406円/TEU･日 

b) 輸送に関するパラメータ 

長距離基幹航路単位輸送費用：1＝10.0円/TEU･M 

地域基幹航路単位輸送費用：2＝20.0円/TEU･M 

フィーダー航路単位輸送費用：3＝40.0円/TEU･M 

域内輸送単位費用：4＝40.0円/TEU･M 

 

(2) 解法 

本研究では，ネットワーク交通量配分で広く用いられ

ている分割配分法により輸送費用最小化に基づく港湾取

扱量を求める．通常の方法では，各回の配分の貨物量が

少ないため，規模の経済を享受するだけの貨物量がハブ

港湾に集まらず，明らかに高コストな解となる．そこで，

港湾での費用の中で大きな割合を占める固定費を初期配

分時には著しく低く設定し，一定の割合で固定費を高く

更新しながら繰り返し計算を行う方法を提案する．この

際，一度配分が終了した段階で，各港湾で取扱われた貨

物量を次回更新された固定費を与えた費用関数に代入し，

初期積替単位費用として次回の分割配分で与え，前回の

貨物量より多く取扱われるまで一定であるとする． 

 

 

5.  結果と考察 

 

(1) 現況再現性の確認 

モデルにより得られた東アジア主要諸国のコンテナ取

扱量の推計値を実績値とともに図-2に示す．規模の経済

に関するパラメータが比較的敏感に働く定式化となって

いるようで，中国，香港，シンガポールなど，現在のコ

ンテナ取扱量が多い国・地域の推計値がより大きくなっ

ている．逆に，相対的に規模の大きくない国・地域につ

いては，過小推計となっている．以降のケーススタディ
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においては，モデルの現況再現性についての問題を踏ま

えつつ，各ケースの影響のみを抽出して議論するため，

ここで現況再現のために用いた推計値をベンチマークと

して用いることとする． 

 

(2) 船舶大型化による基幹航路の輸送コスト削減 

船舶の大型化が進み，国際基幹航路および地域基幹航

路の輸送コストが20%削減される状況を想定する．これ

は平均船型がおよそ2倍に大型化されることに想定して

いることになる．その結果として得られた東アジア主要

諸国のコンテナ取扱量の推計値をベンチマークの値とと

もに図-3に示す．地域内輸送におけるコスト削減は，直

行輸送の減少とトランシップの増加をもたらす．従って，

与えたOD貨物量は一定のままだが，港湾取扱量の合計

はトランシップの増加の分だけ増加している．中国の規

模が大きいため，規模の経済の効果により，中国の港湾

により集中する結果となっている．日本については，対

北米輸送におけるトランシップ貨物の増加がもたらされ

た結果，取扱量が増加している．また，日本欧州間の輸

送については，中国でトランシップされる貨物が増加す

るが，規模の経済の効果によりトランシップ費用が低下

し，全体としての輸送コストは低下している． 

 

(3)  燃料価格高騰による輸送コスト上昇 

アメリカ合衆国政府がとりまとめているOK原油先物価

格は，2000年初頭には1バレル約25ドルであったものが，

2010年初頭には約81ドルと，10年で3倍以上に高騰して

いる．その間，2008年には140ドルを超える価格にまで

上昇したこともあり，今後もさらに上昇する可能性が考

えられる．また，需給逼迫による原油価格上昇のほか，

地球温暖化対策としての政策である燃料税増税や排出権

価格上昇なども考えられ，今後の燃料価格は上昇する可

能性が高いと考えられる．ここでは燃料価格が3倍に高

騰した状況を想定する．その結果として得られた東アジ

ア主要諸国のコンテナ取扱量の推計値をベンチマークの

値とともに図-4に示す．すべての船型において輸送コス

トは上昇するが，相対的に大型船が有利となるため，結

果としては船舶大型化による影響と同様の傾向となった．

燃料価格高騰はそれ自体が船舶大型化による効率性向上

への動機ともなる．ここで考慮した2つのケーススタデ

ィがいずれも同様の結果をもたらすことより，港湾取扱

量において今回の推計結果のような傾向の変化が生じる

ことは十分に考えられる． 

 

 

6.  結論 

 

本研究では，規模の経済と多層的なネットワークを考

: 千万TEU

: 実績値

: 現況再現値

 
図-2 現況再現性 

 

: ベンチマーク

: 推計値

:千万TEU
 

図-3 基幹航路輸送コスト削減の影響 

 

: ベンチマーク

: 推計値

:千万TEU
 

図-4 燃料価格高騰の影響 
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慮することにより現実に近い物流形態を表現した国際海

上コンテナ輸送モデルを構築した．比較的簡便な分割配

分法を応用した解法により，最適性は保障できないまで

も受容可能な解を求めることが可能であることを示した． 

今後はより現況再現性が高くなるようなパラメータの

組み合わせの探索，各種政策のモデルにおける表現が課

題として残されているため，それらの検討をさらに進め

るとともに，モデルの定式化およびその解法についての

精緻化も進めていく． 
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